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研究成果の概要（和文）：本研究では、国内外のスマートシティ・プロジェクトの事例を調査することで、スマ
ートシティを実現するために必要な事業メニューを整理し、事業効果を都市のコンパクト性、省エネルギー性
能、環境負荷低減効果、費用対効果として評価できる指標及びその算定式を構築した。さらに、事業の評価結果
とあわせて、まちづくり事業実施後の都市空間イメージをCGとしてリアルタイムに表示できるまちづくり支援ソ
フト「スマートシティ・デザインツール」を開発し、まちづくりの担い手が地域のスマートシティ化を考える上
で、同ソフトがまちづくりの議論に与える影響と支援ソフトを用いたまちづくり手法の有効性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In recent years, reducing environmental impact is required. In particular, 
it is important that proposed a new approach to construct Smart city using renewable energy. 
Technology development about smart city is caught on building equipment and infrastructure. In this 
paper, we aimed to develop a support tool of construction of Smart city using renewable energy while
 achieving a consensus. First, we studied about the support technique for residential construction 
using renewable energy through the analysis of the Smart City Projects. Next, we developed of the 
support tool for construction of smart city on a trial basis. Then, through the 3D Model of the 
support tool, we supported that inhabitants can easily understand the space image of result of 
study. In addition, we developed the professional supporting tool of construction a Smart city that 
inhabitants can consider cost-effectiveness of renewable energy and the environmental load reduction
 rate.

研究分野： 都市計画
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１．研究開始当初の背景 
国際的にエネルギー問題への対応が求め

られる中、近年、再生エネルギーを効率的に
利用できる新たな都市インフラであるスマ
ートグリッドが大きな注目を集めている。ス
マートグリッドを、都市、地域に導入するこ
とで、環境に配慮した省エネ、創エネ型の持
続可能な社会をつくるスマートシティ・プロ
ジェクトが国内外で実施されている。あわせ
て本格的な人口減少・少子高齢社会下である
我が国では、低炭素都市づくりガイドライン
を始めとして、特に人口減少が著しい地方中
小都市部において、既存ストックを活用しな
がらも、居住、公共サービス、業務等の都市
機能を集積し、都市インフラ整備におけるラ
ンニングコストを削減しながら住環境の質
の向上を図る持続可能な都市を実現する政
策が注視されている。しかしながら、スマー
トシティ化に関する事業は、民間企業が先導
する新興都市部でのハードウェア技術の実
証実験による効率性や市場経済の観点から
の評価にとどまっており、地域生活者の目線
から見た既存の都市問題を解決する新しい
まちづくり手法として検討される段階では
ない。持続可能な都市の実現を図る上で、今
後、スマートシティの実現手法は既成市街地
への導入を想定した都市計画的な枠組みの
中で議論されるべきテーマであり、新技術を
導入する際に、地域固有の景観やコミュニテ
ィ、土地建物利用及びインフラ整備状況を配
慮することが求められる。そのためには、住
民参加を前提とした議論によってスマート
シティに向けた計画づくりが進められるこ
とが重要である。 
２．研究の目的 
本研究では、国内外のスマートシティ・プ

ロジェクトの事例を調査することで、スマー
トシティを実現するために必要な事業メニ
ューを整理し、事業効果を都市のコンパクト
性、省エネルギー性能、環境負荷低減効果、
費用対効果として評価できる指標及びその
算定式を構築する。さらに、事業の評価結果
とあわせて、まちづくり事業実施後の都市空
間イメージを CG としてリアルタイムに表示
できるまちづくり支援ソフト「スマートシテ
ィ・デザインツール」を開発する。支援ソフ
トを用いて、まちづくりの担い手（住民と行
政）が地域のスマートシティ化を考えるワー
クショップを企画し、支援ソフトがまちづく
りの議論に与える影響と支援ソフトを用い
たまちづくり手法の有効性を明らかにする
ことを目的とする。 
３．研究の方法 
 本研究では、まず、国内外のスマートシテ
ィ・プロジェクトや低炭素都市づくりに向け
た計画・事業内容、導入技術を調査すること
で、制度、事業、技術開発状況を整理しシス
テム開発のためのコンテンツを整理した。 
次に、スマートシティ実現に向けた施策の

実施シナリオを設定し、スマートシティ関連

技術導入による影響を費用対効果として評
価することのできる指標とその算定式を構
築した。さらに、ユーザーが任意に選択した
事業メニューについて、算定式に基づいた評
価値と事業後の都市空間整備イメージ CG を
連動してリアルタイムに表示できるユーザ
ーインターフェイス（UI）を持つまちづくり
支援ソフト「スマートシティ・デザインツー
ル」を開発し、その有用性を考察した。 
４．研究成果 
（１）国内外スマートプロジェクト 
「次世代エネルギー・社会システム実証事
業」に採択された 4 地域、「次世代エネルギ
ー技術実証事業」に採択された７地域、「ス
マートコミュニティ構想普及支援事業」に採
択された 48 地域、カリフォルニア州ロサン
ゼルス及びニューメキシコ州ロスアラモ
ス・アルバカーキ、アムステルダムスマート
シティプログラムを対象として、各プロジェ
クトで導入されている技術及び取り組みを
整理した。その結果、ほとんどの事業地区に
おいて、太陽光発電施設整備、蓄電池の整備、
HEMS・CEMS・FEMS の導入実験、EV・EHV の導
入実験、バイオマス発電プラントの整備等が
主なスマート技術として導入されている傾
向があることが明らかになった。 
（２）省エネ・環境性能評価指標、算定式の
構築 
 （１）で明らかになった各事業実施地区の
導入事業について、導入機器の運転による二
酸化炭素吸排出量、一次エネルギー消費量の
算出式を構築した。同式の構築には、主に住
宅性能評価指標の CASBEE 及び宇部市にぎわ
いエコまち計画における導入事業ごとの計
算式を参考にした。また、山口県内の規制住
宅団地である山口市朝田ヒルズ、宇部市小羽
山住宅団地、大船台ニュータウン、中央町 3
丁目地区を対象として、技術導入の効果をシ
ミュレーションした。 
それぞれの地区において、2010年から 2040

年にかけて、①人口減少、②人口維持、③人
口集約の3パターンの将来人口の変化に対応
した土地建物利用のシナリオを設定し、現況
及び 2040 年における二酸化炭素吸排出量、
一次エネルギー消費量の変化を分析した。 
（３）ユーザーインターフェイスの開発 
（２）で構築した算定式を用いて、住宅団

地において太陽光発電、蓄電池、EV の導入、
植樹、道路用地の削減と緑化整備などの事業
を任意に実施した場合の省エネ、環境負荷低
減効果について算定できるユーザーインタ
ーフェイスを開発した（図１、図 2、図 3）。
開発したインターフェイスを用いてユーザ
ーがマウス操作によって対象住宅団地内を
ディスプレイ上でウォークスルーし、事業導
入後の街並みを確認できるように３DCG モデ
ルを統合した。ユーザーは、まず、初期条件
入力画面より、対象敷地の区画数、スマート
機器導入にかかる希望支出金額を入力する。
次に、建設する建物種類に応じたEMSの種類、



太陽光パネルの枚数、植樹樹木の種類と本数、
EV 台数、バイオマス発電機台数等を入力する。
条件入力後に、最終結果表示画面において、
居住年数に応じて二酸化炭素の吸排出量、一
次エネルギー消費量、それにかかる使用電力
量及び電気料金（売電による差額分を含む）
が表示され、スマート技術導入に関するユー
ザーの意見について、集計結果が表示される。 
（４）支援ソフトの有効性 

1)電気代削減額、削減電気量など、再生可能
エネルギーを導入する際の 事業評価指標を
提示することを可能にした。 
2) 3D モデルを用いることで、計画立案後の
空間イメージを共有することを 可能にした。 
3)上記の項目を組み合わせて検討すること
で、より迅速に合意形成を図 ることを可能
にした。 
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